
                     議   第   ４７   号   

                       令和 ４ 年 ２ 月１６日提出   

    

熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等

の一部改正について 

    

熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を次の

ように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

    

熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例 

  

 （熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 熊本市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 

２６年条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  目次及び第１章の章名を削る。 

  第１条中「（以下「最低基準」という。）」を削る。 

  第２条及び第３条を次のように改める。 

  （定義） 

 第２条 この条例において使用する用語は、家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「省令」という。）において

使用する用語の例による。 

  （家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準） 

 第３条 次条に定めるもののほか、法第３４条の１６第１項の規定により条例で定

める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令

第６条第２項から第５項まで、第１６条第２項第４号、第４５条第２項及び附則

第２条第２項に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規

定する基準を含む。）とする。 
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 ２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

省令第３条第１項 その管理に属する法第８

条第４項に規定する市町

村児童福祉審議会を設置

している場合にあっては

その意見を、その他の場

合にあっては児童の保護

者その他児童福祉に係る

当事者 

熊本市社会福祉審議会条

例（平成１２年条例第 

３３号）第１条の熊本市

社会福祉審議会 

省令第６条第１項ただ

し書 

離島 山間のへき地 

省令第１６条第１項第

５号 

提供するよう努めること 提供すること 

省令第１６条第２項第

３号 

離島 山間のへき地 

省令第３７条第５号 離島 山間のへき地 

省令第４０条ただし書 離島 山間のへき地 

省令第４３条第２号 又は １人につき４．９５平方

メートル以上、 

１．６５平方メートル ３．３平方メートル 

省令第４３条第３号 又は １人につき４．９５平方

メートル以上、 

省令第４３条第５号 付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む 

建物と同一敷地内又はこ

れに隣接する敷地内にあ

るもの（公園等を除く。）

に限る 

  第４条から第２１条までを削り、第２２条を第４条とする。 

  第２章から第５章までを削る。 
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  附則第２条から第５条までを削る。 

  附則第６条中「第４４条」を「第３条第２項の規定により読み替えられた省令第

４３条」に改め、「同条第２号」の次に「及び第３号」を加え、「同条第４号」を「同

条第５号」に改め、同条を附則第２条とする。 

  附則第７条の前の見出し及び同条から附則第１０条までを削る。 

 （熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正） 

第２条 熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成２６年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条から第４条までを次のように改める。 

  （定義） 

 第２条 この条例において使用する用語は、幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省

令第１号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。 

  （幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準） 

 第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１３条第１項の規定により条例

で定める設備運営基準は、省令に定める基準（省令第７条第６項第１号及び第２

号（省令附則第４条第１項の規定により読み替えられたこれらの規定を含む。）

に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を

含む。）とする。 

 ２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

省令第２条 都道府県 市 

都道府県知事 市長 

省令第３条第１項 都道府県知事 市長 

その管理に属する法第 

２５条に規定する審議会

その他の合議制の機関 

熊本市社会福祉審議会条

例（平成１２年条例第 

３３号）第１条の熊本市

社会福祉審議会 
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省令第３条第２項 都道府県 市 

省令第６条第５項 位置に設けることを原則

とする 

敷地内に設けなければな

らない 

省令第１３条第１項 第２項及び第４項 第２項及び第４項、第６

条 

省令附則第５条、第７

条及び第８条 

都道府県知事 市長 

  （乳児室又はほふく室の面積） 

 第４条 乳児室又はほふく室の面積は、次に掲げる面積を合算した面積以上とする。 

  (1) ４．９５平方メートルに満１歳未満の園児数を乗じて得た面積 

  (2) ３．３平方メートルに満１歳以上満２歳未満の園児数を乗じて得た面積 

  第５条から第１３条までを削り、第１４条を第５条とし、第１５条を削る。 

  附則第２条及び第３条を削る。 

  附則第４条第１項から第３項までを削り、同条第４項中「第７条第１項」を「省

令第６条第１項」に改め、同項を同条とし、同条を附則第２条とする。 

  附則第５条の前の見出し及び同条から附則第８条までを削る。 

 （熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例の一

部改正） 

第３条 熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例

（平成３０年条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条各号を次のように改める。 

  (1) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をいう。 

   ア 法第３条第１項の認定を受けた幼稚園 

   イ 法第３条第３項に規定する連携施設であって同項の認定を受けたもの 

  (2) 保育所型認定こども園 法第３条第１項の認定を受けた保育所をいう。 

  (3) 地方裁量型認定こども園 法第３条第１項の認定を受けた保育機能施設を

いう。 

  第３条及び第４条を次のように改める。 

  （認定要件） 

 第３条 次条から第１６条まで及び附則第２条に定めるもののほか、法第３条第１
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項及び第３項の規定により条例で定める要件は、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基

づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営

に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号。以下「告

示」という。）に定める要件（告示第四の六、第五、第六及び附則第５項後段に

規定する要件を除き、告示の改正に際し定められた経過措置に規定する要件を含

む。）とする。 

 ２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

告示第一の二 の満３歳以上の子ども の満３歳以上の子ども

（本市における児童福祉

法（昭和２２年法律第 

１６４号）第２４条第４

項に規定する保育の利用

に対する需要の状況に照

らして適当と認められる

数の子どもに限る。） 

告示第三の二 であることが望ましい

が、幼稚園の教育免許状

及び保育士の資格を併有

しない場合においては、

そのいずれかを有する者

でなければ 

（以下「両資格併有者」

という。）でなければ 

告示第三の三 二の規定にかかわらず、

学級担任は、幼稚園の教

員免許状を有する者でな

ければならない 

学級担任について両資格

併有者とすることができ

ない場合は、二の規定に

かかわらず、幼稚園の教

員免許状を有する者を学

級担任とすることができ
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る 

告示第三の四 二の規定にかかわらず、

満３歳以上の子どものう

ち教育及び保育時間相当

利用児の保育に従事する

者は、保育士の資格を有

する者でなければならな

い 

教育・保育時間相当利用

児の保育に従事する者に

ついて両資格併有者とす

ることができない場合

は、二の規定にかかわら

ず、保育士の資格を有す

る者を教育・保育時間相

当利用児の保育に従事す

る者とすることができる 

告示第三の五 能力を有しなければ 能力並びに児童福祉事業

又は小学校就学前の教育

に関する専門的な知識を

有する者でなければ 

告示第四の三 屋外遊戯場 屋外遊戯場（認定こども

園の建物等と同一敷地内

又は隣接する敷地内にあ

るものに限る。） 

告示第四の七の５ 提供するよう努めること 提供することができるこ

と 

告示第四の九 乳児室の面積は満２歳未

満の子ども１人につき

１．６５平方メートル以

上、ほふく室の面積は満

２歳未満の子ども１人に

つき３．３平方メートル

以上でなければならな

い。 

 

乳児室又はほふく室の面

積は、次に掲げる面積を

合算した面積以上とす

る。 

(1) ４．９５平方メート

ルに満１歳未満の子ど

もの数を乗じて得た面

積 

(2) ３．３平方メートル

に満１歳以上満２歳未
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満の子どもの数を乗じ

て得た面積 

告示第八の三 情報開示に努めなければ 開園日、施設の整備状況、

子育て支援事業その他必

要な情報の提供をしなけ

れば 

告示第八の六 保育 保育並びに子育て支援事

業 

告示附則第３項 園児の登園又は降園の時

間帯その他の園児が少数

である時間帯において 

保育の需要に応ずるに足

りる保育所、認定こども

園及び家庭的保育事業所

等が不足している事情に

鑑み 

都道府県知事 市長 

告示附則第４項 第三の一 前項の事情に鑑み、第三

の一 

告示附則第５項 第三の二 附則第３項の事情に鑑

み、第三の二 

告示附則第６項 １日につき 附則第３項の事情に鑑

み、１日につき 

都道府県知事 市長 

告示附則第７項 都道府県知事 市長 

  （子育て支援事業の提供体制） 

 第４条 認定こども園は、子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域におけ

る教育及び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と

認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うものと

する。 

  第５条の見出し中「職員」を「調理員」に改め、同条第１項及び第２項を削り、

同条第３項を同条とする。 
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  第６条を削る。 

  第７条第３項を削り、同条を第６条とする。 

  第８条第２項中「この条において」を削り、同項ただし書中「第２２条」を「第

１６条」に、「熊本市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２４年条例第１０５号。以下「児童福祉施設基準条例」という。）第４５条第７号ア、

イ及びカ」を「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第

６３号）第３２条第８号イ、ロ及びヘ」に、「児童福祉施設基準条例第４５条第７号」

を「同令第３２条第８号」に改め、同条第４項から第１１項までを削り、同条第   

１２項中「第９項ただし書」を「告示第四の七ただし書」に、「、同項各号」を「同

後段」に改め、「規定する設備」の次に「、告示第四の八前段に該当する場合は同

後段に規定する設備」を加え、同項を同条第４項とし、同条第１３項を同条第５項

とし、同条を第７条とする。 

  第９条を第８条とし、第１０条を第９条とし、第１１条を第１０条とし、同条の

次に次の１条を加える。 

  （子どもの健康及び安全の確保等） 

 第１１条 認定こども園は、子どもの健康及び安全を確保する観点から、職員の健

康及び衛生管理に配慮しなければならない。 

 ２ 認定こども園は、子どもが心身ともに健やかに育成され、豊かな人間性を育む

ために、家庭及び地域と連携して食育を推進しなければならない。 

  第１２条から第１７条までを削り、第１８条を第１２条とし、第１９条から第  

２１条までを６条ずつ繰り上げる。 

  第２２条の見出しを「（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の準用）」に

改め、同条中「児童福祉施設基準条例第４５条第７号」を「児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準第３２条第８号」に、「同号ア」を「同号イ」に、「同号イ及

びウ」を「同号ロ」に、「同号カ」を「同号ハ中「施設及び設備」とあるのは「設

備」と、同号ヘ」に改め、同条を第１６条とする。 

  附則第２条の前の見出し及び同条から附則第６条までを削る。 

附則第７条中「第８条第１１項」を「告示第四の九」に改め、同条を附則第２条

とする。 

 

- 60 -



   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  熊本市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例（令和３年条例第５４号）の施行に伴い、関係条例の規定を整備するため、所

要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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